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研究成果の概要（和文）：本研究では、高齢者の社会的孤立に対する重層的な予防策を検討する基礎資料を得る
ために、社会的孤立の帰結としての孤立死に至った高齢者の特性の解明、社会的孤立の軽減にむけた地域福祉実
践のプロセス評価・見える化、社会的孤立の予防策としての地域環境要因の解明に着手した。本研究の結果、複
合問題型のケースではなくサービス拒否と近隣からの孤立のみに該当した高齢者が孤立死に至りやすいこと、現
在多くの地域で採用されている手上げ方式による見守り活動では社会的孤立のハイリスク者ほど対象から漏れが
ちであること、互酬性が豊かな地域では高齢者が孤立状態に至りにくい可能性があること、などが明らかにされ
た。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to confirm the characteristics of people that 
led to solitary death as result of social isolation, to evaluate community-based welfare programs 
for reduction of social isolation, to clarify community-level characteristics including social 
capital which is associated with social isolation. As the results, older people who denyed use of 
health and social work services, and was isolated from neighborhood had significant high risk for 
solitary death, rather than older adults who suffered from complex problems. Second, from program 
evaluation study, it was suggested that a befriending activity which was based on the applicants 
tends to exclude high risk people for social isolation. Third, we found that older adults who lived 
in community which has plentiful reciprocity tend to be not social isolation as contextual effect.

研究分野： 社会科学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
今後、独居の高齢者割合が急増し続ける我

が国において、高齢者の社会的孤立（Social 
isolation）の重層的な対策は喫緊の社会問
題といえる。とりわけ、近年、社会的孤立の
帰結として、死後一定以上発見されずに腐敗
化や白骨化した状態に至る孤立死への関心
が高まっているが、孤立死に至った高齢者の
特性に関して、十分にデータが活用され、頑
健な知見が得られているとは言い難い。 
また、地域福祉実践が全国各地で推進され

ているが、先進的な地域福祉実践の紹介に留
まった研究が多く、実践の記録・データに基
づいて、当該活動の実績や介入効果を検証し
たものは少ない。実践データの活用は、実践
的な貢献だけでなく、通常の質問紙調査にお
いて協力が得られなかった人々（無回答者や
調査拒否者）ほど重大な保健・福祉ニーズを
抱えがちであるという研究上の限界を克服
するためにも有益なものだと考えられる。 
加えて、孤立した高齢者の個人特性に関す

る研究は多いが、社会的孤立の地域環境要因
の解明は国内外であまり進んでいない。社会
的孤立のハイリスク層の解明とともに、高齢
者が孤立しやすい／しにくい地域の特性の
解明にも取り組む必要がある。 
 

２． 研究の目的 
そこで、本研究では、高齢者の社会的孤立

の事後(Postvention)・介入(Intervention)・
予防(Prevention)という観点から、(1)社会的
孤立の帰結として高齢者の孤立死事案の特性
の解明、(2)社会的孤立の軽減にむけた地域福
祉プログラムの孤立軽減効果の評価、(3)個人
特性を考慮した上での社会的孤立の地域環境
要因の解明、の３点に着手した。 
 
３． 研究の方法 
孤立死事案の特性把握に際しては、関連す

る既存の調査データの情報収集を行い、二次
分析としての利用可能性を探索した。 
地域福祉プログラムの評価に関しては、兵

庫県芦屋市における高齢者向け公営住宅に
配置された 24時間対応型 LSA（Life Support 
Advisor：生活援助員）事業と連携し、その
「見える化」にむけたデータベースを開発・
導入し、支援実績の把握を行った。並行して、
愛知県 A市では見守り活動の名簿情報に基づ
いて、そのプロセス評価と未充足ニーズ量の
推計を試み、東京都 B区では行政による実践
記録の二次分析を行った。 
高齢者の社会的孤立の個人・地域環境要因

の解明に関しては、日本老年学的評価研究プ
ロジェクト（https://www.jages.net/）と連
携して、2016 年に要介護認定を受けていない
高齢者を対象にした大規模調査を実施した。
個票データおよび小地域単位に集計したデ
ータを用いて、孤立しやすい／しにくい地域
特性に関する解析を進めた。 
 

４．研究成果 
以下に記載する本研究の成果を踏まえて、

単著（『高齢者の社会的孤立と地域福祉；計
量的アプローチによる測定・評価・予防策』
明石書店、2018年 3月）を出版した。 
 
(1)孤立死事案の特性把握 
孤立死事案にかかわる既存調査データと

して、ニッセイ基礎研究所による「セルフ・
ネグレクトと孤立死に関する実態把握と地
域支援のあり方に関する調査研究（平成 22
年度）」、野村総合研究所による「孤立（死）
対策につながる実態把握の仕組みの開発と
自治体での試行運用に関わる調査研究（平成
25 年度）」、あい権利擁護支援ネットによる
「セルフ・ネグレクトや消費者被害等の犯罪
被害と認知症との関連に関する調査研究（平
成 26 年度）」などが確認できた。また、国立
社会保障・人口問題研究所による「生活と支
え合いに関する調査（社会保障実態調査）」
の二次利用も試みた。このうち、サンプルサ
イズや使用可能な変数などを考慮して、あい
権利擁護支援ネットによる孤立死を含むセ
ルフネグレクト事案の二次分析（N=1355）に
着手した。 
分析の結果、複数の問題が重複したケース

ほど、より深刻なセルフ・ネグレクト状態に
陥りやすい傾向にあるが、最も深刻な状態と
考えられる孤立死に関しては、それらの複合
問題型ではなく、サービス拒否と近隣からの
孤立のみが該当する類型において顕著にそ
のリスクが高いことが確認された（図表１）。 

なお、諸属性を統計学的に調整したうえで
も、拒否・孤立型では有意に孤立死に至るリ
ス ク が 高 く （ OR=2.91 、 95% 信 頼 区 間 : 
1.42-5.96）、複合問題型などでは有意な関連
は認められなかった（図表２）。複合問題型
のセルフ・ネグレクトと孤立死が無関係であ
るというよりも、そうしたケースは緊急度や
優先度の高さなどから様々な限界はありな
がらも支援の対象になりやすく、結果として
孤立死を回避できていると考えられた。孤立
死対策という意味でもセルフ・ネグレクト状
態への支援という意味でも、社会的孤立やサ
ービス利用拒否といった問題のみに該当す
る人々へのアウトリーチの重要性が示唆さ
れたといえる。 
 

図表１ セルフ・ネグレクトの深刻度との関連 

 

 

 

 

 

 

 



図表２ ロジスティック回帰分析の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)生活支援による孤立軽減効果の評価 
高齢者の社会的孤立軽減にむけた見守

り・生活支援の実践として、兵庫県芦屋市の
高齢者向け公営住宅に配置されている 24 時
間対応型 LSA事業、愛知県 A 市社会福祉協議
会で展開されている独居高齢者への見守り
活動、東京都 B区で取り組まれている絆のあ
んしんネットワーク、などに着目した。 
24 時間対応型の LSA事業に関しては、支援

実績の数量的な「見える化」に課題があるこ
とが確認されたため、業務管理データベース
を開発し、実践の業務コードとともにデータ
ベースの設計思想を整理した（図表３）。 
 
図表３ 開発したデータベースの画面例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

図表４ 見守り利用独居者と非利用独居者の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
この実践では、性別や年齢にかかわらず、

独居者の方が、要介護 4・5 の方が、在宅生
活の継続に重要だと考えられる夜間・早朝の
時間帯の生活支援を利用しており、よりニー
ズの高い人にサービスが届いていること、孤
立軽減効果が期待できることが示唆されて
いる。蓄積された支援実績データに基づく主
たる結果は現在、学会誌へ投稿中である。 
愛知県 A市における見守り活動に関しては、

利用者の名簿情報と日本老年学的評価研究
による調査データを突合し、見守り活動がど
ういう独居高齢者に届いているのかという
プロセス評価を実施した。その結果、検討し
た地域では、希望者のみを対象とするいわゆ
る「手上げ方式」を採用していたこともあり、
近隣を含む社会関係が乏しい人ほどサービ
スを利用しておらず（図表４）、効果や効率
を議論する以前にサービス提供の仕組みそ
のものを見直す必要があることが示唆され
た。 

この点で、東京都 B 区では新たな条例に基
づき、「不同意」の申し出がなければ、地域
包括支援センターや協力員による定期的な
見守り・声かけ活動を展開していたが、その
評価については予備的な検討に留まった。ま
た、横浜市光が丘団地（旭区）での LSA事業
に関しても、今回の研究では情報収集に留ま
った。 
 
(3)社会的孤立の地域環境要因の解明 
高齢者の社会的孤立の地域環境要因の解

明に関しては、日本老年学的評価研究
（JAGES）プロジェクトと連携して、2016 年



に愛知県内の市町村を対象にして大規模な
高齢者調査を実施した。過去に実施してきた
調査データを含めて、孤立しがちな高齢者が
多い／少ない地域は存在するのか、あるとす
ればどういう地域なのかを検討した。そのた
めに、地域環境要因の指標の１つとして、ソ
ーシャル・キャピタルに着目し、市民参加
（ Civic participation）・社会的凝集性
（Social cohesion）・互酬性（Reciprocity）
の３因子 11 項目で構成される「地域単位の
健康関連ソーシャル・キャピタル指標」を開
発・公表した。 
２時点のパネルデータの分析から、ある時

点で孤立傾向の人が多い（少ない）地区は、
その後も多い（少ない）傾向にあり、偶然の
散らばりというより何らかの地域の特性に
よって孤立しやすい（しにくい）地域があり
うることがうかがえた。また、３年前の時点
で孤立傾向になかった人々に限定して、その
後、新たに孤立傾向の状態へ移行した人の割
合を小学校区単位で算出したところ、10 倍程
度の開きが認められた（図表５）。高齢者の
孤立化は全国一律ではなく、一層進んでいる
地域とそうでない地域のの差が大きいこと
を示唆するものといえる。 

 
図表５ 地区単位でみた孤立傾向へ移行した高齢 

者割合の散らばり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
マルチレベル・ポアソン回帰分析の結果、

個人の諸特性（構成効果）を調整したうえで
も、文脈効果として互酬性が豊かな地域に居
住していることが高齢者に対して孤立化し 
にくい影響をもたらす可能性があるという
結果が得られた。しかし、それと同時に、ソ
ーシャル・キャピタルの豊かさがあまり活動
的でない高齢者にとっては孤立化を促進さ
せる可能性も示唆されており、地域特性の恩
恵が誰に届いているのかについては丁寧な
検討が必要であることも示された。 
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